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平成 30 年５月 11 日  

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 エ ク ス ト リ ー ム 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 C E O 佐 藤 昌 平 

（コード番号：6033 東証マザーズ） 

問 合 わ せ 先 取 締 役 管 理 本 部 長 理由 佐 秀 一 郎 

TEL. 03-6673-8535 

 

株式会社ＥＰＡＲＫテクノロジーズの第三者割当増資引受株式会社ＥＰＡＲＫテクノロジーズの第三者割当増資引受株式会社ＥＰＡＲＫテクノロジーズの第三者割当増資引受株式会社ＥＰＡＲＫテクノロジーズの第三者割当増資引受    

（特定子会社化）に関するお知らせ（特定子会社化）に関するお知らせ（特定子会社化）に関するお知らせ（特定子会社化）に関するお知らせ    

 

当社は、平成 30 年５月 11 日開催の取締役会において、株式会社ＥＰＡＲＫテクノロジーズ（以下

「ＥＰＡＲＫテクノロジーズ」という。）の第三者割当増資を引受け、子会社化することについて決議

いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、ＥＰＡＲＫテクノロジーズへの出資比率は 58％となり、当社の資本金の 10％以上に該当するた

め、同社は特定子会社に該当いたします。 

 

記 

 

１．第三者割当増資引受の理由 

  当社は、ゲームなどのエンターテインメント系企業をはじめ、ＥＣサイトなどを運営するＷＥＢ

サービス事業者などへ向けた技術社員の派遣事業及び顧客提案型の受託開発事業を行うソリューシ

ョン事業（以下、「本事業」という。）を主要事業としております。 

また、本事業は人材ソリューションサービスと受託開発サービスに大別され、人材ソリューショ

ンサービスについては、当社社員が直接顧客企業に常駐し、ゲーム・スマートフォンアプリ・ＷＥ

Ｂサイト構築などの開発業務を行っております。受託開発サービスについては、当社社員が直接顧

客企業に常駐し開発業務を行う場合と、受託した開発業務を社内に持ち帰り、開発～納品～保守・

運用を行うケースに分別されております。  

平成 30 年３月期の状況として、人材ソリューションサービスにおける年間稼働プロジェクト数

（注）は約 4,500 となっております。プロジェクト数は、平成 27 年３月期実績である 2,563 プロジ

ェクトと比較し、３年間で約 76％増と安定的に成長しておりますが、直近事業年度（平成 30 年３月

期）のプロジェクト数増加率は、昨今の技術人材不足の影響もあり約６％増に留まっております。

また、受託開発サービスについては、顧客企業が多岐に渡るものの１案件当たりの受注額に変動幅

があり、安定的な収益体制の確立に課題を抱えている状況であります。 

このような状況下、当社が持続的に成長していくためには、開発経験及び技能を有する技術社員

を継続的に確保し、人材ソリューションサービスの事業規模を拡大させつつ、受託開発サービスを

安定的な事業モデルに変革させる必要があると認識しております。 

一方、株式会社ＥＰＡＲＫ（以下、「ＥＰＡＲＫ社」という。）は、株式会社光通信（以下、

「光通信社」という。）の関係会社として、平成 20 年に飲食店・病院・美容院・時間貸駐車場・エ

ステサロンなどの順番予約サイト「ＥＰＡＲＫ（イーパーク）」の運営を開始し、登録会員数約

2,000万人、提携店舗数は約 10万店舗（平成 30 年２月現在）となっております。 

また、「ＥＰＡＲＫ（イーパーク）」の運営においては、予約機能の強化、会員増に対するシス

テム及びサーバ等のインフラ機能の強化、会員の利便性向上のためのユーザビリティ拡張などをＥ

ＰＡＲＫ社の子会社である株式会社ＥＰＡＲＫコンサルティング（以下、「ＥＰＡＲＫコンサルテ

ィング」という。）に開発業務を委託しておりました。 

しかしながら、ＥＰＡＲＫ社及びＥＰＡＲＫコンサルティングは、会員数増加に伴うシステムの

規模拡大に対応した開発体制及び技術力のさらなる強化、開発費用の最適化、採用・人事制度等、

開発者にとって最適な環境の構築、新たな技術に関する研究開発、開発人材の確保等の課題を抱え

ておりました。 

これらの経営課題を解決するために、ＥＰＡＲＫ社及びＥＰＡＲＫコンサルティングは、他社と
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の資本業務提携も視野に入れながら、「ＥＰＡＲＫ（イーパーク）」における基幹システム開発、

バージョンアップ開発、保守開発などを行うことを目的として、平成 29 年９月頃より「株式会社Ｅ

ＰＡＲＫテクノロジーズ」（以下、「ＥＰＡＲＫテクノロジーズ」という。）設立の検討を開始し

ました。 

このように、当社及びＥＰＡＲＫ社グループにおいて、それぞれの課題解決を模索していたとこ

ろ、これまで当社とＥＰＡＲＫ社グループにおいて取引関係はありませんでしたが、平成 29 年 11

月に光通信社より、当社へ直接コンタクトがあり、「ＥＰＡＲＫ（イーパーク）」システムの開発

委託、並びにＥＰＡＲＫ事業の拡大に向けた資本業務提携に関する相談があったことを契機に、当

社及びＥＰＡＲＫ社が直面している課題の共有と、それぞれの課題解決のための検討が進み、平成

30 年１月にＥＰＡＲＫ社より、当社がＥＰＡＲＫテクノロジーズの第三者割当増資（以下、「本第

三者割当増資」という。）を引き受けて連結子会社化し、「ＥＰＡＲＫ（イーパーク）」における

開発業務を行う資本業務提携（（以下、「本資本業務提携」という。）資本業務提携等の詳細につ

いては、平成 30 年５月 11 日付「資本業務提携及び第三者割当増資による新株式発行及び支配株主

の異動に関するお知らせ」をご参照ください）、並びに、当社とＥＰＡＲＫ社との間にパートナー

シップ体制を構築し、業務提携を持続的かつ確実なものにすることを目的として、当社がＥＰＡＲ

Ｋ社へ株式を割当てる資本提携の提案を受けました。 

当社は本第三者割当増資の提案を受け、その内容が当社の課題である受託開発サービスにおける

安定的な顧客を獲得する手段として成立するかどうか、また、採用力の強化に繋がることが期待で

きるかどうか経営会議及び取締役会にて協議、検討を重ねて参りました。 

その結果、当社が本第三者割当増資の内容を含む資本業務提携を締結することで、当社が本第三

者割当増資を引き受け、ＥＰＡＲＫテクノロジーズを連結子会社化するとともに、当社が本資本業

務提携を締結することにより、「ＥＰＡＲＫ（イーパーク）」における開発業務に係る売上高を安

定的に確保しつつ、受託開発サービスにおいて継続的且つ安定的な顧客を獲得することができるこ

とに加えて、当社受託開発サービスにおける実績となり、当社受託開発サービスにおいて競争力の

強化及び高付加価値化が実現できること、「ＥＰＡＲＫ（イーパーク）」という一般消費者に身近

な順番予約サービスの開発業務に当社が関わることにより、技術人材採用において訴求力及び採用

力が強化され、継続的に技術社員を採用することで人材ソリューションサービスの事業規模の拡大

が期待でき、当社とＥＰＡＲＫ社またはＥＰＡＲＫテクノロジーズとの技術人材の交流（出向等含

む）が期待できることから、本第三者割当増資の引受を決定いたしました。 

 ＥＰＡＲＫテクノロジーズは平成 30 年４月２日にＥＰＡＲＫ社の関係会社である株式会社ＥＰＡ

ＲＫコンサルティングの 100％出資により、資本金及び資本準備金の合計額 250,000 千円にて設立さ

れ、当社の第三者割当増資の引受により、ＥＰＡＲＫテクノロジーズの資本金及び資本準備金の合

計額は 600,000千円となります。 

これは、ＥＰＡＲＫテクノロジーズの運転資金の約３ヶ月分に相当します。 

（注）派遣先または常駐先にて当社社員（１名）が１ヶ月稼働したものを１プロジェクトと定義 

 

２．異動する子会社（ＥＰＡＲＫテクノロジーズ）の概要 

① 名称 株式会社ＥＰＡＲＫテクノロジーズ 

② 住所 東京都豊島区西池袋一丁目４番 10号 

③ 代表者の役職及び氏名 代表取締役 和田 俊弘 

④ 事業内容 システム開発 

⑤ 資本金 125,000千円 

⑥ 設立年月日 平成 30 年４月２日 

⑦ 大株主及び持分比率 株式会社ＥＰＡＲＫコンサルティング 100％ 

⑧ 当該会社との間の関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

⑨当該会社の経営成績及び財政状態（平成 30 年４月 30 日時点） 

純資産 250,000千円 

総資産 250,000千円 

１株当たり純資産 50,000円 

 (注) 売上高等の経営成績については、平成 30 年４月２日設立のため該当事項はありません。 
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３．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

① 異動前の所有株式数 ０株（議決権の数：０個）（所有割合：0.0％） 

② 取得株式数 7,000 株（議決権の数：7,000個） 

③ 取得価額 ＥＰＡＲＫテクノロジーズの普通株式  350,000千円 

④ 異動後の所有株式数 7,000 株（議決権の数：7,000個）（所有割合：58.3％） 

 

４．日程 

① 取締役会決議日 平成 30 年５月 11 日 

② 第三者割当増資引受契約締結日 平成 30 年５月 11 日 

③ 第三者割当増資払込日 平成 30 年５月 11 日 

 

５．今後の見通し 

  平成 31 年３月期決算から、ＥＰＡＲＫテクノロジーズは連結子会社となる予定です。なお、当該

株式の取得に際しては、自己資金にて対応する予定です。 

平成 31 年３月期の当社連結業績に与える影響につきましては、平成 30 年５月 14 日発表予定の平

成 30 年３月期の決算発表と合わせて公表予定の平成 31 年３月期の連結業績予想に織り込む予定で

あります。 

以 上 


